
県 政 協 議 会

令 和 ６ 年 ９ 月 ２ 日 (月 )

午 前 １ ０ ： ３ ０

１ ． 令 和 ６ 年 度 ９ 月 補 正 予 算 （ 案 ） の 概 要 に つ い て

２ ． 台 湾 ト ッ プ セ ー ル ス に つ い て

３ ． そ の 他
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令和６年度９月補正予算（案）の概要について 

 
 

令和６年９月２日 

（単位：千円） 

一 予算規模  

 

 １ 一 般 会 計      

            補   正   額                 １４,９２８,０８１ 

 

 

                   補 正 後 の 規 模               ６０２,６１３,３５２ 

 

 

                   前年度９月補正後予算との対比          △１８,０７０,１０３ 

                                       （２.９％減） 
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配付資料１



 

 

  《補正予算の財源》 

 

    特 定 財 源                             １３,０８７,７６１ 

 

国 庫 支 出 金                ９,４９６,４１１ 

 

 

           県      債          ３,５８８,３００ 

 

 

そ   の   他                   ３,０５０ 

 

 

 

    一 般 財 源                            １,８４０,３２０ 

 

                      繰 越 金                   １,８４０,３２０ 
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二 補正予算(案)の主な内容 

今回の補正予算(案)は、７月の大雨による被害対策に要する経費のほか、新秋田元気創造プラン

に基づく事業等について計上した。 

 

 Ⅰ ７月の大雨による被害対策 

 

 １ 被災者・被災事業者への支援                      ５６８,９４５ 

 

（１）災害弔慰金等負担金                           ３,７５０ 

災害により亡くなられた方の遺族に対し市町村が支給する災害弔慰金の一 

部を負担する。 

 ・負担割合 3/4（国 2/3、県 1/3） 

   ・支 給 額 生計維持者が死亡した場合 500 万円 

 

（２）災害り災者見舞金                               １１,２００ 

今後の災害発生に備え、被災世帯に対する見舞金に係る経費を増額する。 

・給 付 額 死者を出した世帯            １世帯 60 万円 

住家が全壊した世帯      １世帯 60 万円 

住家が半壊、床上浸水した世帯 １世帯 20 万円 等 
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（３）災害援護資金貸付金                         １１６,１００ 

   住家の全壊、半壊及び家財の 1/3 以上の被害があった被災者へ資金貸与を 

行う市町村に対し、その原資を貸し付ける。 

 

 

 

 

 

 

 

（４）農業経営等復旧・継続支援対策事業（令和６年大雨災害分）       ４０３,９４５ 

被害を受けた農業経営等の再建を支援するため、農地や生産施設の復旧及 

び被災農業者の再生産に向けた取組等に対し助成する。 

① 農地復旧支援事業                    45,571 千円 

・補 助 先  大雨による被害について市町村長から認定された農業者等 

・補助対象 漂着・堆積物の除去費、農地の保全管理費等 

・補 助 率 1/3（県 10/10） 

② 農業経営等継続支援事業                  77,054 千円 

・補 助 先 大雨による被害について市町村長から認定された農業者等 

・補助対象 施設・機械等の復旧費、農畜産物の病害虫防除・消毒経費、 

種子・種苗・稚魚及び生産資材の購入費、籾運搬費等 

 

 

融 資 枠 11,610万円 償還期間 10年（据置３年含む） 

貸付限度額 350万円 

負担割合 国2/3 県1/3 

使 途 生活再建費用 

融資利率 年3.0％以内で市町村条例で定める率（据置期間中は無利子） 
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・補 助 率 施設・機械、水稲・大豆への支援 1/3（県 10/10） 

          園芸作物等・畜産・水産への支援 1/2（県 10/10） 

       共同利用施設の代替利用への支援 定額（県 10/10） 

③共同利用施設復旧支援事業               281,320 千円 

・補 助 先 カントリーエレベーターを運営するＪＡ 

・補助対象 共同利用施設（カントリーエレベーター）の復旧費 

・補 助 率 9/10（国 10/10） 

 

＜債務負担行為＞ 

○農業経営等復旧・継続支援対策事業（令和６年大雨災害分）        （９５,４８７） 

令和７年度における土壌改良資材、種子・種苗及び生産資材の購入費等を 

助成する。 

・設定期間 令和７年度 

 

（５）被災事業者事業継続支援事業                          １５,９５０ 

被害を受けた小規模事業者の事業継続を支援するため、設備等の復旧に要 

する経費を助成する。 

・補 助 先 県内小規模事業者 

・補助対象 施設・設備の修繕費、設備の購入費等 

・補 助 率 2/3（国 2/3、県 1/3） 

・限 度 額 50 万円（下限 10 万円） 

・補助件数 約 30 件 

 

-6-



 

 

（６）第三セクター鉄道災害復旧支援事業                    １８,０００ 

鉄道事業者が実施する災害復旧事業に対し助成する。 

    ・補 助 先  秋田内陸縦貫鉄道株式会社、由利高原鉄道株式会社 

・実施箇所 17 箇所 

・補 助 率  国 1/4（鉄道事業者へ直接交付）、県 1/8、沿線市 1/8 

※上記の他、鉄道事業者負担分の一部に対し、県 1/2、 

沿線市 1/2 で支援 

 

２ 災害復旧事業                                         １３,５０７,３０２ 

 

（１）災害復旧対策事業                         １２,２８５,０８２ 

①国庫補助事業                          10,422,982 千円 

被害を受けた土木施設、農業用施設の復旧を行う。 

・現年発生土木災害復旧事業      3,317,200 千円 

・農業用施設災害復旧事業    2,854,847 千円 

・農地災害復旧事業       1,854,847 千円 

・災害関連緊急治山等事業    1,657,000 千円 

・林道施設災害復旧事業       639,000 千円 

・林地荒廃防止施設及び地すべり   100,088 千円 

     防止施設災害復旧事業     
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②県単独事業                         1,862,100 千円 

被害を受けた土木施設の復旧等を行う。 

・県単道路維持修繕事業      641,000 千円 

・県単道路補修事業                478,000 千円 

・県単河川改良事業                124,500 千円 

・県単河川等環境維持修繕事業      455,000 千円 

・県単砂防事業                     20,000 千円 

・県単治山事業          133,600 千円 

・県単治山施設災害復旧事業     10,000 千円 

 

（２）災害査定調査事業                          ８１２,２２０ 

   被害を受けた道路や河川等の公共土木施設について、災害査定申請に必要 

   な調査を行う。 

 

（３）農地・農業用施設小災害支援事業                                     ４１０,０００ 

国の災害復旧事業の対象とならない小規模な災害復旧を行う農家等の負担 

軽減を図るため、農家等への助成を行う市町村等を支援する。 

・補助対象 農地及び農業用施設 

・補 助 率 1/3（県 10/10 ただし、市町村の補助率以内） 
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 Ⅱ 新秋田元気創造プランに基づく事業 

 

（１） 動画ライブラリ構築事業                                               ３,４０６ 

    秋田の魅力を県内外に発信するため、県民等が動画を自由にダウンロード 

・加工・編集し、自ら投稿できる機能を備えたＷｅｂページを構築する。 

 

（２） 多様な人材の移住受入体制構築事業                                     ７,４７８ 

本県へのリモートワーク移住を促進するため、首都圏へのＰＲを展開する 

とともに、企業向けの移住体験等に係る受入体制を構築する。 

・事業内容 受入環境や支援制度等をＷｅｂで発信 

      首都圏フルリモート型企業とのマッチングイベントへの出展 

      コーディネーターの配置及び移住体験プログラム等の実施  

 

（３）国際教養大学施設設備等整備事業                    ２３,４６０ 

教員間の連携強化や学生の利便性向上を図るため、研究室やキャリア開発 

センター、事務局等を集約した研究・管理棟を整備する。 

  ・全体事業費 約 40 億円 

・R6 年度事業 調査・基本設計業務 

 

＜債務負担行為＞                            （５４,７３９） 

・事 業 内 容 調査・基本設計業務 

    ・設 定 期 間 令和７年度 
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（４）障害児・者施設整備補助事業                     ６３４,５５０ 

障害者支援施設の施設整備に要する経費に対し助成する。 

・補 助 先  （福）井川町福祉会 

・補 助 率 3/4（国 2/3、県 1/3）        

 

（５） ツキノワグマ人身被害見舞金給付事業                     ８,８５０ 

   市街地等でツキノワグマによる突発的な事故により被害を受けた県民に対 

し、見舞金を給付する。 

・見舞金額 死亡   300 千円 

      重度被害 200 千円 

      人身被害 100 千円 

 

（６）造林地集積促進事業                           １２,０００ 

再造林を促進するため、森林所有者と林業経営体との連携による造林地の 

集積に対し助成する。 

・対象面積 430ha から 490ha に拡大                                

・補 助 先 ⅰ）林業経営体 ⅱ）秋田県再造林推進協議会 

・補 助 率 定額（県 10/10） 

・限 度 額 ⅰ）15 万円/ha  ⅱ）５万円/ha 

 

（７） 産業振興プラザリモート環境整備事業                 ２１,２５０ 

県内外の企業間の交流やビジネスマッチングの促進を図るため、産業振興 

プラザ（第二庁舎３階）にリモート環境等を整備する。 
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 Ⅲ そ の 他 

 

（１） 盛土崩落対策事業                          ４８,４５５ 

埋蔵文化財センター男鹿収蔵庫（旧男鹿高等学校）敷地において盛土崩落 

対策工事を実施する。 

  ・総 事 業 費 57,068 千円 

・R6 年度事業 かご枠設置、水抜きボーリング 等 

 

  ＜債務負担行為＞                             （８,６１３）                                         

・事 業 内 容 排水のための側溝及び集水升の設置 等 

・設 定 期 間 令和７年度 

 

（２）災害弔慰金等負担金                          １３,１２５ 

令和５年７月の大雨災害により亡くなられた方の遺族に対し市町村が支給 

する災害弔慰金の一部を負担する。 

・負担割合 3/4（国 2/3、県 1/3） 

   ・支 給 額 生計維持者が死亡した場合     500 万円 

        生計維持者以外の者が死亡した場合 250 万円 
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＜債務負担行為＞ 

○指定管理者制度導入施設の管理運営事業                  （３３,０００） 

    令和７年度以降の管理に係る協定を締結する施設について設定する。 

 

 

 

 

○知事選挙費                               （８,５９２） 

 令和７年４月 19 日の任期満了に伴い実施される知事選挙の啓発を行う。 

・設 定 期 間 令和７年度 

                            

 

施  設  名 契 約 締 結 期 間 債務負担行為額（千円） 

秋の宮山荘  令和７～９年度 33,000 
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台湾トップセールスについて 
令 和 ６ 年 ９ 月 ２ 日 

観光文化スポーツ部 

農 林 水 産 部 

 

８月１８日から２２日にかけて、知事をはじめ市や町、観光・経済団体、企業の関係者など計４３名が台湾を訪問し、本県

へのチャーター便を活用した誘客促進や秋田牛及び白神ねぎの認知度向上・販路開拓による輸出拡大に向けＰＲを行った。 

 

１ 台湾便を活用した誘客促進について 

タイガーエア台湾を訪問し、昨年１２月に就航したチャーター便 
 の来年３月までの運航継続について合意したほか、定期便化を見据 
えた更なる運航継続等を要望した。 
また、高雄市政府を訪問し、現地イベントへの参加等を通じた相 

 互交流の拡大等について意見交換を行った。 

今後は、現地旅行会社と連携しながら、チャーター便の更なる利 
用促進や誘客拡大に向けた取組を強化する。 

 
 

２ 県産農畜産物等の輸出拡大について 

  秋田牛及び白神ねぎの認知度向上を図るため、高雄市内の百貨店

において試食・販売などのＰＲイベントを開催し好評を得たほか、

台北市内の高級焼肉店で秋田牛の新規取扱が決定した。                                                                                     
今後は、台北市や高雄市等の主要都市を中心に販路開拓を促進し 

ながら、秋田牛やねぎを始めとした県産農畜産物等の更なる輸出拡 
大に取り組んでいく。 
  
 

配付資料２ 

タイガーエア台湾訪問 

高雄市内の百貨店でのＰＲイベント 

高雄市訪問 
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配付資料１
別添資料
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